朝鮮高等法院の判例の再評価 : 不動産の信託的譲渡を中心に by 金 祥洙
















































































































































保っている 1880年代に入って『 とくに Regelsbergerの{言託行為理論の提
唱によってようやく，譲渡担保は慮偽表示でも税法行為でもない資効な法律
として浬論的提出合もつことになり， l!，j~は (liduzi立rSI













































































ところが， 19301'1三に朝鮮不動産登記令が改正され，同登記令の第 2条の 4
第 1JJlでは， r家中，門中其ノ地法人ニ非サノレ剖又ノ、Jlオ!刃ニシテ朝鮮総督
ノ定ムルモノニ思スノレ不動産ノ登記ニ対テハ其ノ社l'fl又ノ改ま泣!デ以テ




て，宗中に登記能力を認めることになった出 G 朝鮮不動夜登記令第 2条の 4
が規定するお:[mまたは常国は 1931年8丹羽目の!日令第 106号として指定さ



























































































































































































































































































































































1) 郭;悶[1¥1:，名義信託。1]社常利iYtl理詰]u9-1研究， ソウノレ大法学 15之さ2号(遜巻32.0-)
(1974) 131ミ以下c 妥は沫，名義信託外l雪10]ぺ内部的所有権9-1X~I沫，夜祭裁判の
諸問題5主主(198守)50 l'室。
2) この '1，切との裁判官{ふお笠:r~笥司王，浅見倫太郎ー牧 1115災教1，石JlliL .'j[お波大flで
レー -， 
Lり心っ





太郎，石JliE，fei冬?さである。ちなみに， '1可決文では， rrtuld!リハ ':~l鮮民事令施行前




(1912 :i!o) (それぞれらi1'， 73 rI)ではま31寺の1'1況が調査・足立されそれがすで:ニ
公刊されていたので初日前均等法院がそれを参考としたのではないかと考える
5) 設判長;ふ浅間資介であり， 1899 ip'司法rÎ~riî式 tilì として任命された後，求者lí区裁判
所などの地!J1主判所の判事ぞ絞て汐08iF 2 n (こ終r:i11政府lこ'0:1fJされてから，火liH妥
君子法統の判事となっていた。
ら) ただし， Lぷ偽表示になるとして‘さ与えまの第三者今が所有滋ミヲIi.zl与するという論潔も




8) 大JE6 il:3 )'J31 El 氏l:J科'1]淡認4巻251l'三土地調査の伎役-.1:今日詩人のltij:h所iヲの
ut!!.そ信託したことを有効であると判示したものである






10) 大立 6今:11月 13E1 民事事lJ決主主4巻 9561'1， 
11) 大正 j{ド6fJ l1日民UI'l可決録5巻5071f[。
12) lIiHU 2 {f~ "1Jj 25 13氏本判決録 14巻 111}'f。その他，名義受託手手からお該土地を
転得した第三者は信託者{こ対して信託の外部関係に基づく所お擦のl氏名?を主張する
)とができる(昭和 13年 12f'1 13 fこ|民事'jIJi'Jと録 25巻 592頁)，
13) もともと粉尚院は宗 9' の所有形態{こっき共有であると奇~{釈していたが， )主主'ifis'I'iJ




14) 大IE6:fjo 12尽113民事判決録4告さ 1073交?
15) 大正 1"l 3 Jj16 日刑事判決録 9 告さ 42 頁z その{也この't'iJ fil~ に f主うものとして，
大政 12年2Jj li日刑事判決録 10巻 1見Jlil者I.f 1j'-7月間 iニi刑事判決録 16主31
支がある c
16) 昭和5年2月21FI 民事判決録 17巻 55真。
17) 火正 7 均三 4 月 23E1 氏苓qiJ ì:J~録 5 巻 311 支c
18) 以ド{ふ隠i臼ZZiミ，担保法体系の新たな波間 譲渡担保守中心として(1996，
主1ft江主j-j)J)25頁以下， とくに 47頁以下を参照したこ
19) 1対Jf'.Li参太郎，信託行為ノ効力ニ閲スノレ学説デ批評ス舎内外論議 l去さ-1-~~~ 95 N以
ブド， :>号 129ヨ以下， らり会13l}0f以下c
20) お、よそ，信託行為 (liduziarsischcぉ(;cschMt) という名科、は Regelsbergclーによる




{公、 n言拘(iJ19) 5 ~} 146 fil とおlljJずる
21) 1<吋!立し fiHも)(it 19) 6 ~} 138l'I以子
22) )ぐ1')1ザ1if145iド7円前 Hfi_;録 18紛ら911'L
23) 大'IJ大正 131f二12)J 24 1二i災後3者会555l~L 
24) ここでいう信託とは， 英米法1.:の í8 r. t とは自1) の怒 I~主主了手ぎする。
25) 妥， ]Iij掲(注 1)64氏以下
26) 昭和 3{f71J2i1'l民事'1可決録 15巻 218f'L 
2i) II'HII.f "r 2 FJ19日災事判決録 16之さ 21YL 
28) 以下については，早川保次，剥鮮不動産設記の i{flt:~ (1921，大成r:1l!Jiリ校)139 l'r 
以下を参!ll在したc
29) ，:i)j鮮不動政資記~t施行者lH!iJ詰H2 条の 2 ではおよそ.4句会手不動l立法交記??:1J2 条の 4





30) 潟E8清潔，車fj 務不重iJ íl主主主;込書jJ:，)t_\j_実例 (1939，紛~flgl:;!;:出絞) 56 J![以下参照c そ
のtl:BJ:iまたは対関の表示方法および代表者または?を緩人たること公証明するさ}i爵に






31) 司法協会決議昭和 6"r 12 PJ .2 EI。その他，者;iEHi奇I弘前潟(注 30)59 ]ミ以下参
I!H ~
32) iJth (司法協会)12巻5号決議。
33) 可協(汽}法協会)12 of:さ 10~ry.決議。
34) 幾代通(総本11!1ー在niHl，不動P主主を記法 (2寝泊!日(19守4，千I斐~m 67資以下{ふ
守主ぶれま交記念 ðl脅すべきとする見解があるとし，去年者会{立民事訴訟法 i二の ~I'法人間í*
のさi卒者能力が認められ， そのような点、で代炎者たる主主総{ffせした俗人名義の登記
は認めるべきであると主張している
35) 大後i淀'1日jと明治 36"l~ 6 Fl19 EI氏jj9総 759siなどC
36) 幾代， j邸主)(it 34) 51=I。
37) 大容lifr判決明治.;l{ド 10月27日大議院氏本判決録 14総 1052支(およそ去を記簿上
の不!fVJ践の所有名義者であるが，その潜が本米所有権全もっていない者であるか
ら， そのう訴から当該不要}j緩 ~ï~い受げでも rg月子機移転の効栄が'1:じないとする '!'IJI析
である)，





例として.dil九段i訴淡判決大京 1iF 8 n 13[1 f市立判的条 l!lさ 1161主がめる c
3ヲ) 大浴続判決明治、 39"ro 12 fJ 24 I二i大議決災nI、i可決録 12総 li08
';0) そのような'1'1]例として.次のようなものがある。箆城控訴段判決明治 H5!o 12月
14 日放3!f1'1J例祭 4 巻 571'[，大詰~Iijc判 í:Jと IY]ì合 44"ド 41] 1 El火議佼民事、i可決録 17総
205 I[， 火後続'IJ淡i郎会 -12"ド.2n 27日民会議行総 1i1頁，大後続'i'lJ決明治 43{F 5 
Jl 24 IJ 災録泌総 422 1'[，大'd~lijiιi可決明治 45 {!~ 6 Fl24 Iこi氏銭 18総636 ー大容i淀
~!'IJ ジと火jE 8 {l~ 5 1'1 28 U D芝生え 25総936
41) }三議院判決大正6iド3Iヲ29f=l Eí;; 1jq可決~.j( 23総 580ff。
1i9 
-12) )三後続判決大lH王手 If=J 4 日氏 ~jT~t可決録 21 総 1818 Jまc
-Ll) )三洛続判決ilな治3i年.jIヨ29El 氏本判決!Î~11() 紛 4 巻 583 rL その{乱大議院特;た








-16) 幾代，前掲 (i:3-1) 4801之
m 大樹淀判決大1E-1 >1三 2 月ヲ1:'1民銀 21 絡 93]支コ幾f~ ， Jiりお(注 3-1)191 r.L')、下。さ
ら{こ， 日本の|日不動絞殺記法第 60 条第 1 五~îlElm参j照(ただし ， 200i i!oの続不動段i
ff記ìt~では登記議翌日約殺を提供することとなち. if，f記，1!i，ilIJ制度は廃止された)，
-18) ソウ/レi;玉i去、問iと1守5i_ l:L 28， 4290 li!ミゲ i53，i5-1っ
持) 大法!災半iJiた1961.1L23守的今430




記 íìせ・位行ずる主主紛がありーヰヰ条0)点{壬~免れな L 、 j として，遂行免許の名義信託
(ニ到するものでイ~1VJJfr，:のあ義信託:こ問ずるものではないが，名義援託という m誌が
社会的;こ多く{交われていたことを了綴わせる







全{こ帰属 IIま滋となち……特別の ~jI備のない i渡り，原告は適法:こ本件林野の 3 分の 2







う~{J.2.l二一， i_l人トノ1そ}-"1寸そス1(うま):会キ101入1il-~qλ}~Hj- 71\'1 (1995) 159真参
照。なお.法律f!l諸たる f名義信託j という?雪渓が務国の代表的な国語活字五社の一つ
である， 01~1 子会総，隠35大絞~[民労走者主主〕の初版(1961) (こはなく， 3版 (1994)
になってはじめて絞せられた。
55) 銘，前掲(注1)13頁以千二
56) 主， iI立お (ii1) 6HL 
57) 姿例日，名義信託， i;:_lマ!宇j--"1主]ユヱ21-1 rg-; It!lEi ¥'!λi己il30デぱフlHfb袋三J(1993) 
336 






60) 金， liJ.li (i主 54)64 :fJφ その{弘主活， lIな潟 (i主59)175 :fio 
61) 金詐i容，名義信託， 1~1 人1- 1誌をト λ11 11 ' 1L<t (1995) 270:fi。また， この主授は「上i





64) 妥，自白掲(i主計 73支c その他，民法学訟のほとんどは名義信託は然効であると
終している c
65) 最長苦渋ts二小法廷判決1m者]29 iド8JC 20日民集8ミf8-;子15出 fL変成する評釈と
して，柏木繁・氏隊法綴誌32巻 1王子(1955)30 Yi以下などがある c






い。β。授!求ずる ~1'絞として今舟総務ー・民隊法誌を誌 48 巻 6ryト (1963) 933]主tI、下
などがある






(1978) 221"1以下，主主水道祐，法?i終報 18~ 5 ~子 (1966) 114災以下，尚i挙準ー ，
法学協会雑誌 8-1巻 2号(1967)3281'f以ド，於{保不二t!じよそ尚法全m誌 55主会4号
(1967) III頁以下などがある
(8) 柱il木，前掲 (j主(5)33 1'10 
69) 於保，前潟(j主(7)11-1真。このような判断に従っている判例として， If1r~)j~必判決
昭和 4547fl 24日特例タイムス 252号 149支は，名義人の;玖諾が不皇きであること
を三はじめて明示して従来の特例法理念一歩発後さゼた。その他{こも，l{~z (i五殺第三小






絞てJr司法協会0ft誌 1守宅全 10・11号(19-10)17 ITで，宗tflの主査記能力が認められた
ことによってーその前に持iJ成主交のー人の名手廷による登記については，当然に登記名
義人の表示の変更it記念認めるべきであると述べられているつなお，高橋滋二につ
いては， mH;"~ I¥;¥fJ員宇治J等法院の裁半IJ'r'i1こっL、て i~吉僑隆二のこと j 図際路事
法務2011年 1nけ 1361'[参!I.(q
75) また，妥奄fIむもHjtl)73}γ日出向するように i半IJWUJ二名義信託怒総は過去拶li話
i況の'I'IJ例でよくみかけた所有権の信託íl'~，j表淡から tHたものであるが，ただそれが現
(I会の名義信託:こ丞ょ誌をおきすぎたため，結}jJはもっぱら Z名義jだけの信託という
?と設にまで~ったものと考えられる J という問題があるつ
76) て芝記ilJlJtがある国であれば， f忠人の名古白てイを記念するケースはどこにもあるので
はなかろうか。
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